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「平成２９年の地方からの提案等に関する対応方針」

を受けた先買い土地の有効活用の促進について

平成２８年の地方分権改革に関する提案募集における「「公有地の拡大の推進に関する

法律」に基づき取得した土地の利用に関する規制の緩和」の提案については、「平成２９

年の地方からの提案等に関する対応方針」（別紙）が平成２９年１２月２６日に閣議決定

されたところである。

この対応方針に基づき、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号。

以下「公拡法」という。）の規定により取得した先買い土地の有効活用を促進するため、

下記の点に留意し、都市再生整備計画を作成する市町村の担当部局等とも連携を深め、取

り組まれたく通知する。

なお、本通知については、貴団体の設立に係る土地開発公社、地方住宅供給公社及び地

方道路公社並びに港務局に周知いただくとともに、都道府県からは、貴管下市区町村（指

定都市及び中核市を除く。）にも周知いただくようお願いする。

記

１ 先買い土地については、都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号。以下「都再

法」という。）第４６条第１項に規定する都市再生整備計画に同条第２項第２号又は第

３号の事業を記載することにより活用することが可能であること

２ 都市再生整備計画は、交付金を充てて事業を実施しようとする場合を除き国土交通大

臣への提出等は不要であること

３ 都再法第４６条第２項第２号イの事業については、同事業により整備する施設が公

共公益施設に当たるかどうかを市町村が判断し、都市再生整備計画に記載するもので

あること

また、公拡法第９条により買取り目的とは異なる事業や暫定利用に供された事例（別添

１）、地域のニーズに応じた先買い土地の活用を促進するため地方公共団体において内部

連携を図っている事例（別添２）を添付したので、参考とされたい。

（先買い土地についての相談窓口）
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